（別添様式１_①）
日本品質・真正品認証　申請書

（　☐ 新規　・　☐ 更新　）

　    　年　　月　　日
一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会
　　　　 会長（代表理事）　江頭　敏明　殿

申 請 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　 　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
所 属 部 署　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役　職　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所　在　地　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
中小企業者　　　□　である、又は、　　□　ではない（どちらかに☑して下さい。）

業　　　種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請商品名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請商品の類型（日本品質・真正品認証・登録 実施要領　補則その２を参照して記入。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　日本品質・真正品認証・登録実施要領に基づき、日本品質・真正品認証を申請します。

　　　□　（☑して下さい。）日本品質・真正品認証制度に基づく認証・登録業務に関して、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会との間で合意書の締結を行います。

　　　□　（☑して下さい。）日本品質・真正品認証制度により日本品質・真正品認証・登録を行ったこと、又は、申請に対して日本品質・真正品認証・登録が行われなかったことに起因して生じた損失又は損害について、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会及び当該推進協議会内で本制度に関わる者に対し、一切の責任を求めず、また、一切の賠償を求めません。

認証された場合、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会のＨＰに公開を
 ☐希望します ☐希望しません（どちらかに☑して下さい。）

	【申請担当者】
所属部署・役職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　番　号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




（別添様式１_②）
日本品質・真正品認証　申請時の確約書

（　☐ 新規　・　☐ 更新　）

　    　年　　月　　日
一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会
　　　　 会長（代表理事）　江頭　敏明　殿

申 請 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　 　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
所 属 部 署　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役　職　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　日本品質・真正品認証・登録実施要領（以下、「実施要領」という。）に基づいて日本品質・真正品認証を申請するにあたり、申請商品について、自ら必要な調査・確認等を行ったうえで、次の事項を確約致します。

１　　□　（☑して下さい。）
実施要領第３条第３－２項第３－２－２号③に基づき、日本品質・真正品認証　申請者提出書類（別添様式２）（以下、「別添２」という。）の該当箇所に申請商品が適用される安全基準を明示したうえで、申請商品が当該安全基準を満たしていることを確約します。

２　　□　（☑して下さい。）
実施要領第３条第３－２項第３－２－２号⑤に基づき、別添２の該当箇所に、過去も含めた申請商品が関わるリコールの情報を説明したうえで、現在、申請商品がリコールの対象になっていないことを確約します。

３　　□　（☑して下さい。）
実施要領第３条第３－２項第３－２－２号⑥に基づき、現在、申請商品が商標権等の知的財産権に関わり重大な問題が生じていないことを確約します。

４　　□　（☑して下さい。）
実施要領第３条第３－２項第３－２－２号⑦に基づき、別添２の該当箇所に、申請商品が順守すべき法規制の中で申請商品が属する商品類型一般に適用される法規制を明示し、且つ、申請商品に適用される当該申請商品に固有の法規制があれば、それらを明示したうえで、現在、申請商品が関連する法規制を順守していることを確約します。

５　　□　（☑して下さい。）
[bookmark: _GoBack]日本品質・真正品認証登録を受けた商品（以下。「登録品」という。）について、前記１～４で確約した内容に違反することが明らかになった場合、実施要領第９条及び日本品質・真正品認証・登録実施要領補則その１に規程の「９．認証・登録の取消しについて」に基づき、「申請書類に虚偽の記載があることが判明した場合」に該当することとなって、当該登録品に係る日本品質・真正品認証・登録が取り消されることを理解していることを確約します。


